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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

   ２．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。  
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整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第

81期第２四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第81期 

第２四半期 
累計期間 

第82期 
第２四半期 
累計期間 

第81期 
第２四半期 
会計期間 

第82期 
第２四半期 
会計期間 

第81期 

会計期間 

自平成22年 
２月１日 
至平成22年 
７月31日 

自平成23年 
２月１日 
至平成23年 
７月31日 

自平成22年 
５月１日 
至平成22年 
７月31日 

自平成23年 
５月１日 
至平成23年 
７月31日 

自平成22年 
２月１日 
至平成23年 
１月31日 

売上高（千円）  12,985,570  12,677,539  5,518,482  5,725,952  26,640,777

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 109,395  461,105  △296,098  58,263  425,441

四半期（当期）純利益又は四半期 

純損失（△）（千円） 
 37,244  145,358  △171,385  4,019  146,963

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －  －  －

資本金（千円） － －  3,737,467  3,737,467  3,737,467

発行済株式総数（株） － －  36,692,267  36,692,267  36,692,267

純資産額（千円） － －  10,651,012  10,740,660  10,761,399

総資産額（千円） － －  18,431,336  18,147,568  19,412,034

１株当たり純資産額（円） － －  293.69  296.24  296.80

１株当たり四半期（当期）純利益 

金額又は１株当たり四半期純損失 

金額（△）（円） 

 1.03  4.01  △4.73  0.11  4.05

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  －  －  4.00

自己資本比率（％） － －  57.8  59.2  55.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 2,540,269  1,945,240 － －  1,936,188

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1,265,374  △1,234,883 － －  △595,569

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △714,033  △296,354 － －  △869,741

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  1,188,985  1,513,004  1,099,001

従業員数（人） － －  832  781  816
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 当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

  

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年７月31日現在 

従業員数（人） 781 ( ) 1,178
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(１)生産実績 

 セグメントのうち、洋菓子製造販売事業において生産活動を行っており、当第２四半期会計期間における生産

実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．生産実績は販売価額相当金額で表示しております。 

        ２．干菓子群、洋生菓子群にはその他菓子群製品及び半製品が含まれております。 

３．他に他社製品仕入実績が仕入金額で 千円（前年同期比 ％）あります。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(２)受注状況 

 当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(３)販売実績 

 当第２四半期会計期間の販売実績をセグメント別商品群別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

   

当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

  

  

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

   

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第２四半期会計期間 

（自 平成23年５月１日 
 至 平成23年７月31日）  

前年同四半期比 
（％）  

洋菓子製造販売事業計  5,113,154  101.9

（内訳）      

干菓子群（千円）  3,409,761  105.5

洋生菓子群（千円）  1,703,393  95.3

373,489 103.4

セグメントの名称 
当第２四半期会計期間 

（自 平成23年５月１日 
 至 平成23年７月31日）  

前年同四半期比 
（％）  

洋菓子製造販売事業計（千円）  5,284,043  104.1

（内訳）      

干菓子群（千円）  3,374,087  106.5

洋生菓子群（千円）  1,635,409  98.9

その他菓子群（千円）  274,546  108.7

喫茶・レストラン事業計（千円）  441,908  99.4

合計（千円）  5,725,952  103.8

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(１)業績の状況   

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、新興国を中心とした海外経済の改善などを背景に緩やかな回復

基調にありましたが、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響による企業の生産活動の低下や個人消費

の冷え込みなどにより、厳しい状況となりました。 

このような状況のもとで、当社はお菓子を通して心豊かな生活をお届けすることを基本姿勢とし、商品の開

発・改善により売上向上に取り組むとともに、「すべてはお客様の笑顔のために」を基本とし、安心、安全かつ

高品質な商品をお客様に提供し続けることに注力いたしました。 

売上高につきましては、震災の復興需要や夏季商品売上の好調な推移により、当第２四半期会計期間の売上高

は 百万円（前年同期比3.8％増）となりました。 

損益面におきましては、売上原価率の改善、経費の削減や人件費抑制などの効果により、営業損失は 百万円

（前年同期は334百万円の損失）と損失額が縮小し、経常利益は 百万円（前年同期は296百万円の損失）、四半

期純利益は 百万円（前年同期は171百万円の損失）と黒字転換いたしました。 
  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 
  

［洋菓子製造販売事業］ 

干菓子につきましては、創立８０周年記念商品である焼菓子「８０thオデット」、夏季ギフト商品、東京土産

市場向け新商品「コルネｄｅコルネ東京」の売上が好調に推移し、震災の復興需要などもあり、前年同期を上回

る売上高となりました。洋生菓子につきましては、カスタードプリンをはじめとするチルドデザートの復調はあ

ったものの半生菓子などが低調に推移し、売上高は若干前年を下回りました。 

その結果、当事業の売上高は5,284百万円（前年同期比4.1％増）となりました。 

［喫茶・レストラン事業］ 

喫茶・レストラン事業につきましては、一部退店に伴う売上減少や震災の影響はありましたが、店舗の改装、

メニュー再編、集客イベントの開催などにより売上拡大を図り、売上高は441百万円（前年同期比0.6％減）とほ

ぼ前年同期並みとなりました。  

  

(２)財政状態   

 当第２四半期会計期間末における総資産は前事業年度末に比べ1,264百万円減少し、 百万円となりまし

た。資産の増減の主なものは、有価証券の増加額1,335百万円、商品及び製品の減少額1,528百万円、受取手形及

び売掛金の減少額1,351百万円であります。負債は前事業年度末に比べ1,243百万円減少し、 百万円となり

ました。これは主に支払手形及び買掛金の減少額820百万円、未払法人税等の減少額172百万円、長期借入金の減

少額134百万円によるものであります。純資産は前事業年度末に比べ20百万円減少し、 百万円となりまし

た。これは主にその他有価証券評価差額金の減少額20百万円によるものであります。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

5,725

1

58

4

18,147

7,406

10,740
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(３)キャッシュ・フローの状況  

 当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期会計期間末に比べ744百万円減少し、当

第２四半期会計期間末には 百万円となりました。 

 当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加、仕入債務の増加、

賞与引当金の減少等により、1,264百万円の支出（前年同四半期会計期間は1,391百万円の支出）となりまし

た。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入、有価証

券の取得・売却及び償還による純収入等により、617百万円の収入（前年同四半期会計期間は54百万円の収

入）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出、配当

金の支払等により、96百万円の支出（前年同四半期会計期間は32百万円の支出）となりました。  

    
(４)事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

   

(５)研究開発活動 

 当第２四半期会計期間における研究開発活動の金額は、 千円であります。 

 なお、当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

    

   

(１)主要な設備の状況 

 当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(２)設備の新設、除却等の計画  

  当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 

1,513

96,719

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】  

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。   

  

 該当事項はありません。   

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  120,000,000

計  120,000,000

種類 
第２四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成23年７月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成23年９月13日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  36,692,267  36,692,267

大阪証券取引所 

東京証券取引所 

各市場第一部 

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

1,000株であります。 

計  36,692,267  36,692,267 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額(千円) 

資本準備金 
残高(千円) 

平成23年５月１日～ 

平成23年７月31日 
－  36,692,267  －  3,737,467  －  3,918,352
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（６）【大株主の状況】

  平成23年７月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

(株)みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号  1,584 4.31

モロゾフ従業員持株会 神戸市東灘区向洋町西五丁目３番地  1,219 3.32

三菱ＵＦＪ信託銀行(株) 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  1,077 2.93

山陽電気鉄道(株) 神戸市長田区御屋敷町三丁目１番１号  1,069 2.91

あいおいニッセイ同和損害保険(株) 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号  886 2.41

(株)みなと銀行 神戸市中央区三宮町二丁目１番１号  883 2.40

則岡 迪子 神戸市灘区  639 1.74

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号  606 1.65

(株)三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号  600 1.63

第一生命保険(株) 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号  544 1.48

計 －  9,108 24.82
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 ①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部によるものであります。 

  

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

 普通株式    435,000
－ 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他）  普通株式   35,792,000  35,792 同上 

単元未満株式  普通株式   465,267 － 同上 

発行済株式総数    36,692,267 － － 

総株主の議決権 －  35,792 － 

  平成23年７月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

モロゾフ株式会社 
神戸市東灘区御影本町 
六丁目11番19号 

 435,000  －  435,000  1.18

計 －  435,000  －  435,000  1.18

２【株価の推移】

月別 平成23年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

最高（円）  275  280  272  265  272  278

最低（円）  267  215  250  251  246  257

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期会計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成22

年２月１日から平成22年７月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

23年５月１日から平成23年７月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成23年２月１日から平成23年７月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成22年５月１日から平成

22年７月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成23年５月１日から平成23年７月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成23

年２月１日から平成23年７月31日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レ

ビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。  

  

  

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成23年７月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成23年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 912,800 798,853

受取手形及び売掛金 3,258,025 4,609,754

有価証券 1,635,204 300,148

商品及び製品 442,636 1,971,278

仕掛品 687,189 214,427

原材料及び貯蔵品 358,447 362,293

その他 338,402 299,892

貸倒引当金 △13,200 △18,300

流動資産合計 7,619,505 8,538,349

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,942,125 3,048,488

土地 3,472,326 3,484,452

その他（純額） 2,131,426 2,253,379

有形固定資産合計 ※  8,545,878 ※  8,786,321

無形固定資産 86,429 97,784

投資その他の資産   

投資有価証券 1,319,729 1,305,310

その他 576,825 684,568

貸倒引当金 △800 △300

投資その他の資産合計 1,895,754 1,989,579

固定資産合計 10,528,063 10,873,685

資産合計 18,147,568 19,412,034
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成23年７月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成23年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,938,211 2,758,956

短期借入金 2,118,400 2,118,400

未払法人税等 216,141 388,432

賞与引当金 217,520 238,560

その他 1,080,721 1,160,121

流動負債合計 5,570,994 6,664,471

固定負債   

長期借入金 1,223,200 1,357,400

退職給付引当金 73,861 53,685

環境対策引当金 14,513 14,513

その他 524,339 560,564

固定負債合計 1,835,913 1,986,163

負債合計 7,406,908 8,650,634

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,737,467 3,737,467

資本剰余金 3,921,256 3,921,265

利益剰余金 3,605,873 3,607,133

自己株式 △113,428 △113,249

株主資本合計 11,151,169 11,152,616

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △3,602 17,276

土地再評価差額金 △406,906 △408,494

評価・換算差額等合計 △410,509 △391,217

純資産合計 10,740,660 10,761,399

負債純資産合計 18,147,568 19,412,034
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高 12,985,570 12,677,539

売上原価 7,263,156 6,876,191

売上総利益 5,722,414 5,801,348

販売費及び一般管理費 ※1  5,648,236 ※1  5,394,773

営業利益 74,177 406,575

営業外収益   

受取利息 3,776 3,383

受取配当金 23,708 21,236

受取賃貸料 6,919 6,832

利用分量配当金 23,514 42,692

その他 25,296 16,576

営業外収益合計 83,215 90,721

営業外費用   

支払利息 30,695 29,123

休止固定資産維持費用 10,196 －

賃貸費用 4,677 5,037

その他 2,428 2,030

営業外費用合計 47,997 36,191

経常利益 109,395 461,105

特別利益   

固定資産売却益 31,610 278

投資有価証券売却益 6,570 －

貸倒引当金戻入額 6,694 5,108

特別利益合計 44,874 5,387

特別損失   

固定資産除売却損 24,123 14,510

減損損失 － 21,527

退職特別加算金 － 18,194

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 44,251

災害による損失 － ※2  44,920

特別損失合計 24,123 143,403

税引前四半期純利益 130,146 323,090

法人税、住民税及び事業税 214,219 192,203

法人税等調整額 △121,317 △14,471

法人税等合計 92,902 177,731

四半期純利益 37,244 145,358
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【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成23年５月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高 5,518,482 5,725,952

売上原価 3,136,818 3,070,686

売上総利益 2,381,664 2,655,265

販売費及び一般管理費 ※1  2,716,105 ※1  2,656,537

営業損失（△） △334,440 △1,271

営業外収益   

受取利息 2,122 2,034

受取配当金 22,974 20,395

受取賃貸料 3,468 3,424

利用分量配当金 23,514 42,692

その他 7,877 9,237

営業外収益合計 59,956 77,785

営業外費用   

支払利息 15,645 14,639

休止固定資産維持費用 1,868 －

賃貸費用 2,348 2,775

その他 1,751 836

営業外費用合計 21,614 18,250

経常利益又は経常損失（△） △296,098 58,263

特別利益   

固定資産売却益 31,610 －

投資有価証券売却益 2,796 －

特別利益合計 34,406 －

特別損失   

固定資産除売却損 6,339 9,714

退職特別加算金 － 18,194

災害による損失 － ※2  7,998

特別損失合計 6,339 35,908

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △268,031 22,355

法人税、住民税及び事業税 △120,855 △85,344

法人税等調整額 24,210 103,680

法人税等合計 △96,645 18,335

四半期純利益又は四半期純損失（△） △171,385 4,019
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 130,146 323,090

減価償却費 500,475 448,176

減損損失 － 21,527

賞与引当金の増減額（△は減少） △26,670 △21,040

退職給付引当金の増減額（△は減少） 557 20,175

前払年金費用の増減額（△は増加） 174,054 89,806

貸倒引当金の増減額（△は減少） △30,200 △4,600

支払利息 30,695 29,123

受取利息及び受取配当金 △27,484 △24,620

投資有価証券売却損益（△は益） △6,570 －

固定資産除売却損益（△は益） △7,486 14,231

売上債権の増減額（△は増加） 1,495,688 1,351,729

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,172,665 1,059,726

仕入債務の増減額（△は減少） △894,256 △820,744

その他 △29,434 △171,814

小計 2,482,181 2,314,766

利息及び配当金の受取額 27,037 23,095

利息の支払額 △30,928 △29,247

法人税等の支払額 61,978 △363,373

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,540,269 1,945,240

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,200,000 △700,000

定期預金の払戻による収入 700,000 500,000

有価証券の取得による支出 △700,560 △1,335,764

有価証券の売却及び償還による収入 200,358 499,887

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,031,531 △172,217

有形及び無形固定資産の売却による収入 760,943 5,895

投資有価証券の取得による支出 △7,314 △49,787

投資有価証券の売却及び償還による収入 39,898 258

その他 △27,168 16,844

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,265,374 △1,234,883

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,200,000 －

長期借入れによる収入 670,000 －

長期借入金の返済による支出 － △134,200

リース債務の返済による支出 △18,300 △18,300

配当金の支払額 △144,164 △143,666

その他 △21,569 △187

財務活動によるキャッシュ・フロー △714,033 △296,354

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 560,860 414,002

現金及び現金同等物の期首残高 628,124 1,099,001

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,188,985 ※  1,513,004
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当第２四半期累計期間(自 平成23年２月１日 至 平成23年７月31日) 

記載すべき重要な事項はありません。  

  

当第２四半期累計期間(自 平成23年２月１日 至 平成23年７月31日) 

該当事項はありません。   

  

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年７月31日） 

会計処理基準に関する事項

の変更 

（資産除去債務に関する会計基準の適用）  

 第１四半期会計期間から、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 これにより、当第２四半期累計期間の営業利益及び経常利益は973千円、税引前四半

期純利益は45,224千円、それぞれ減少しております。また、当会計基準等の適用開始に

よる資産除去債務の変動額は56,457千円であります。 

【簡便な会計処理】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末 
（平成23年７月31日） 

前事業年度末 
（平成23年１月31日） 

  
※ 有形固定資産の減価償却累計額 ※ 有形固定資産の減価償却累計額 

  11,162,586千円   10,867,700千円

（四半期損益計算書関係）

 前第２四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

 当第２四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年７月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当、賞与  2,483,419 千円

賞与引当金繰入額  145,294   

退職給付費用  194,612   

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当、賞与  2,378,079 千円

賞与引当金繰入額  134,769   

退職給付費用  158,973   

 ２         ――――― 

  

  

     

     

     

※２ 災害による損失 

平成23年３月11日に発生した東日本大震災による損

失額であり、内訳は次のとおりであります。 

棚卸資産の滅失損 22,479 千円

従業員の休業補償分給料 11,881   

その他 10,559   
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当第２四半期会計期間末（平成23年７月31日）及び当第２四半期累計期間（自 平成23年２月１日 至 平成23

年７月31日）   

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

 前第２四半期会計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年７月31日） 

 当第２四半期会計期間 
（自 平成23年５月１日 
至 平成23年７月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当、賞与  1,094,621 千円

賞与引当金繰入額  145,294   

退職給付費用  94,450   

貸倒引当金繰入額  5,900   

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当、賞与  1,070,384 千円

賞与引当金繰入額  134,769   

退職給付費用  74,408   

貸倒引当金繰入額  6,300   

 ２         ――――― 

  

  

     

     

※２ 災害による損失 

平成23年３月11日に発生した東日本大震災による損

失額であり、内訳は次のとおりであります。 

従業員の休業補償分給料 1,677 千円

その他 6,321   

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年７月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年７月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定  888,909

有価証券  1,299,695

計      2,188,605

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △500,000

満期または、償還日までの期限が 

３ヶ月を超える有価証券      
 △499,620

現金及び現金同等物  1,188,985

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年７月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定  912,800

有価証券  1,635,204

計      2,548,004

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △200,000

満期または、償還日までの期限が 

３ヶ月を超える有価証券      
 △835,000

現金及び現金同等物  1,513,004

（株主資本等関係）

普通株式  36,692,267株

普通株式 435,269株
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 ４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

  

当第２四半期会計期間末（平成23年７月31日） 

 受取手形及び売掛金が、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比

べて著しい変動が認められます。 

（注）金融商品の時価の算定方法  

受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。   

  

当第２四半期会計期間末（平成23年７月31日） 

 事業の運営において重要なものであり、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められるものはな

いため、記載を省略しております。 

   

当第２四半期会計期間末（平成23年７月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

    

前第２四半期累計期間(自 平成22年２月１日 至 平成22年７月31日)及び当第２四半期累計期間(自 平成23

年２月１日 至 平成23年７月31日) 

該当事項はありません。 

  

前第２四半期会計期間(自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日)及び当第２四半期会計期間(自 平成23

年５月１日 至 平成23年７月31日) 

該当事項はありません。 

    

当第２四半期会計期間（自 平成23年５月１日 至 平成23年７月31日） 

該当事項はありません。  

   

当第２四半期会計期間末（平成23年７月31日） 

 事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。  

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
 配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年４月27日 

定時株主総会 
普通株式 千円 145,030 4円 

平成23年 

１月31日 

平成23年 

４月28日 
利益剰余金 

（金融商品関係）

  
四半期貸借対照表 

計上額（千円）  

時価 

（千円）  

差額 

（千円）  

受取手形及び売掛金  3,258,025  3,258,025  －

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）

（資産除去債務関係）
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１．報告セグメントの概要 

 当第２四半期累計期間（自平成23年２月１日 至平成23年７月31日）及び当第２四半期会計期間（自

平成23年５月１日 至平成23年７月31日） 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

 当社は、チョコレート、焼菓子、チーズケーキ、プリンなどの洋菓子製造販売を主な事業内容とし、他

に喫茶・レストラン事業を行っております。したがって、「洋菓子製造販売事業」と「喫茶・レストラン

事業」の２つを報告セグメントとしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 当第２四半期累計期間（自 平成23年２月１日 至 平成23年７月31日） 

（単位：千円）

（注）１．セグメント利益の調整額 千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

り、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 当第２四半期会計期間（自 平成23年５月１日 至 平成23年７月31日）  

（単位：千円）

（注）１．セグメント利益の調整額 千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

り、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っておりま

す。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

洋菓子製造 
販売事業 

喫茶・レスト
ラン事業 

計 

売上高           

外部顧客への売上高 11,815,324 862,214 12,677,539  － 12,677,539

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 －  －  －  －  －

計 11,815,324  862,214  12,677,539  －  12,677,539

セグメント利益 
又は損失（△） 

990,613 △19,441 971,172  △564,597  406,575

△564,597

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

洋菓子製造 
販売事業 

喫茶・レスト
ラン事業 

計 

売上高           

外部顧客への売上高 5,284,043 441,908 5,725,952  － 5,725,952

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 －  －  －  －  －

計 5,284,043  441,908 5,725,952  － 5,725,952

セグメント利益 
又は損失（△） 

283,876 △9,354 274,521  △275,793 △1,271

△275,793
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 当第２四半期会計期間（自 平成23年５月１日 至 平成23年７月31日）  

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

第１四半期会計期間から、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。 

  

  

当第２四半期会計期間末（平成23年７月31日） 

 重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

  

   

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（賃貸等不動産関係）

（１株当たり情報）

当第２四半期会計期間末 
（平成23年７月31日） 

前事業年度末 
（平成23年１月31日） 

１株当たり純資産額 296.24 円 １株当たり純資産額 296.80 円

前第２四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年７月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 1.03 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 4.01 円

  
前第２四半期累計期間 

（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年７月31日） 

四半期純利益（千円）  37,244  145,358

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  37,244  145,358

期中平均株式数（株）  36,288,649  36,257,561
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 （注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

当第２四半期会計期間（自 平成23年５月１日 至 平成23年７月31日） 

リース取引開始日が、平成21年１月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事業

年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

前第２四半期会計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年７月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年５月１日 
至 平成23年７月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 4.73 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 0.11 円

  
前第２四半期会計期間 

（自 平成22年５月１日 
至 平成22年７月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年５月１日 
至 平成23年７月31日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）   △171,385  4,019

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
   △171,385  4,019

期中平均株式数（株）  36,269,676  36,257,559

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

 平成22年９月６日

モロゾフ株式会社 

 取締役会 御中 

  
  

有限責任監査法人ト ー マ ツ 
  

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 片 岡  茂 彦   印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 伊 東  昌 一   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているモロゾフ株

式会社の平成２２年２月１日から平成２３年１月３１日までの第８１期事業年度の第２四半期会計期間（平成２２年５

月１日から平成２２年７月３１日まで）及び第２四半期累計期間（平成２２年２月１日から平成２２年７月３１日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、モロゾフ株式会社の平成２２年７月３１日現在の財政状態、同日をもって

終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

 平成23年９月８日

モロゾフ株式会社 

 取締役会 御中 

  
  

有限責任監査法人ト ー マ ツ 
  

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 片 岡  茂 彦   印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 森 村  圭 志   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているモロゾフ株

式会社の平成２３年２月１日から平成２４年１月３１日までの第８２期事業年度の第２四半期会計期間（平成２３年５

月１日から平成２３年７月３１日まで）及び第２四半期累計期間（平成２３年２月１日から平成２３年７月３１日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、モロゾフ株式会社の平成２３年７月３１日現在の財政状態、同日をもって

終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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